
 

 

 

 

平成２１年度  

松崎町普通会計財務書類  
 

 

総務省方式改訂モデル  

・貸借対照表  

・行政コスト計算書  

・純資産変動計算書  

・資金収支計算書  

 

 

 

 

 

平成２３年５月  

松崎町役場  



はじめに  

新地方公会計制度について  

新地方公会計制度とは、現行の地方公共団体の会計制度が、現金主義・単式簿記に

よるものとなっているのに対し、現行の会計制度に発生主義、複式簿記の考えを加えた財

務書類を作成・開示することにより、資産や債務の適正な管理や有効活用を図り、地方公

共団体の管理強化を図る制度です。  

現行の会計制度では、単年度毎の支出ベースの帳票であり、職員の退職金の引当金

など将来発生する費用や、建物などの減価償却費の把握、言い換えれば「いま資産や債

務の実態はどうなっているか」「将来負担費用がどれくらいあるのか」といった全体の費用

を把握することができませんでした。しかし、新地方公会計制度では、必要な財務書類を

作成することにより、見えにくいコストや正確なストックなどの実態を把握し、また分析を行

い、財政状況を悪化させている原因や効果的・効率的な行政運営を進めていくための活

路を見出すことができます。  

新地方公会計制度の公表にあたり  

新地方公会計制度では、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「資金収支計算書」、

「純資産変動計算書」の四つの帳票を作成することになっていますが、その帳票の作成方

式として「基準モデル」と「総務省方式改定モデル」があります。  

「基準モデル」とは、すべての資産を公正価値により評価したうえで、固定資産台帳を作

成するとともに、個々の取引情報を発生主義により複式帳票として作成し公表する方式で

す。 

「総務省方式改定モデル」は、当面の間、固定資産台帳や個々の複式簿記によらず、既

存の決算統計データ等を活用していく方式です。  

松崎町は、現段階では資産評価等の「基準モデル」での帳票作成が困難なため、当面

の間は既存の決算統計データ等を活用していく「総務省方式改定モデル」で作成すること

としました。今後、財産台帳等の整備を進め、できる限り早期に「基準モデル」への移行を

行いたいと考えております。 

尚、今回の帳票作成にあたりましては、財産台帳の整備（資産評価）が完了していないこ

とから、売却可能資産については「翌年度において実際に売却された財産」を計上しており

ます。 

 

松崎町普通会計財務書類  

対象会計  

普通会計（一般会計）  

作成基準日  

平成２２年３月３１日現在（２１年度末）  

ただし、出納整理期間（平成２２年４月１日から平成２２年５月３１日）は、作成基準日までに終 

了したものとして処理します。  



財務書類４表の関連  

 

① 貸借対照表  

住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源

（負債・純資産）で賄ってきたかを総合的に対象表示した財務書類であり、表内の資産合

計額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し左右がバランスしていることからバ

ランスシートとも呼ばれています。  

② 行政コスト計算書  

4月1日から3月31日までの1年間の行政活動のうち、福祉活動やごみの収集といった資

産形成に結びつかない行政サービスに要したコストと、その財源の対応をフロー情報として

示した財務書類です。  

③ 純資産変動計算書  

貸借対照表の「純資産の部」に計上されている各数値が、１年間でどのように変動したか

を表している財務書類です。  

④ 資金収支計算書  

歳計現金（資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投

資・財務的収支の部」の３つに区分して表示した財務書類で、地方公共団体の資金が期首

残高から期末残高へと増減した理由が明らかにされるのが特徴です。  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

貸借対照表  

貸借対照表は、住民サービスを提供するために保有している財産とその財産をどのよう

な財源で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表で、「資産」「負債」及び「純資産」

から構成されています。貸借対照表の左側（借方）に当町が保有している「資産」を示し、

右側（貸方）に資産を形成したために将来の世代が負担し今後支払が必要になるもの「負

債」と、これまでの世代が既に負担し支払の必要がないもの「純資産」がいくらあるのかが示

されています。  

左側（借方）に計上している資産の残存価格と、右側（貸方）に計上している負債残額と

純資産残額を加算した金額が同じであることから、バランスシートとも呼ばれています。  

 

「資産」には①自治体が住民サービスを提供するために使用すると見込まれるもの（使う

資産）と②将来、自治体に資金流入をもたらすもの（売れる資産、回収する資産）の二つが

あります。例えば、①についてはインフラ資産や施設などの有形固定資産が含まれ、②は

税金の未収入金や売却可能資産などが含まれます。  

「負債」とは、将来、支払い義務の履行により自治体から資金流出をもたらすものです。

負債に計上される主たる項目として地方債があります。地方債は、将来償還していく義務が

あるため負債へ計上しています。また、地方債は、公共資産など住民サービスを提供する

ために保有する財産の財源としてみた場合、住民サービスを受ける世代間の公平性の観

点から発行されるといわれています。このため、負債は「将来世代が負担する部分」という見

方ができます。  

「純資産」とは、資産と負債の差額です。純資産に計上される主たる項目として

補助金や一般財源があります。地方債の場合と同様に住民サービスを提供するた

めに保有する財産の財源としてみた場合、純資産は「現在までの世代が負担した

部分」という見方ができます。 

 

 



 



 



 

行政コスト計算書  

行政コスト計算書は、4月1日から翌年の3月31日までの1年間の行政活動のうち福祉活

動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サ

ービスの直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。  

行政コスト計算書は、「経常行政コスト」と「経常収益」からなりこれらを差し引きしたもの

が「純経常行政コスト」になります。また行政コスト計算書は性質別と行政目的別（行政分野

別）のマトリックス形式で表示されます。性質別区分と目的別区分で表示することで、例え

ば教育の分野のサービスを提供するために人件費や物件費などどのような性質の経費が

用いられているかが分かるようになっています。  

「経常行政コスト」（行政サービスに係る経費）は、性質別（性質別行政コスト）と行政目的

別（目的別行政コスト）に分解してみる方法があります。  

行政コスト計算書を縦方向に見る「性質別行政コスト計算書」で経常行政コストの内訳を

みると人件費、物件費といった経費と退職手当引当金繰入等や減価償却費といった発生

主義特有の勘定科目とで表されています。このように「性質別行政コスト計算書」では、資

産形成に結びつかない1年間の行政サービスを提供するにあたって人件費や物件費、補

助金といったどのような性質の経費が用いられたか、また、このような行政サービス提供の

見返りとして使用料や手数料といった受益者負担等がどの程度あったのかを把握すること

ができます。  

一方、行政コスト計算書を横方向に見る「目的別行政コスト計算書」では、経常行政コス

トと経常収益が、生活インフラ・国土保全、教育、福祉といった行政目的別にそれぞれどの

程度あったかを見ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

純資産変動計算書  

純資産変動計算書は貸借対照表の純資産の部に計上されている数値が1年間でどのよ

うに変動したかを表している計算書です。  

純資産の部は今までの世代が負担してきた部分ですので、1年間で今までの世代が負

担してきた部分がどれだけ増減したのかがわかる書類です。  

 

【純経常行政コストと財源】 

純経常行政コストの金額に対して一般財源および経常的な補助金等受入の金額がどの

程度あるかを見ることにより、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によって

どの程度賄われているかがわかります。  

【科目振替】 

純資産の増減はないが、各科目間で財源の移動が生じた場合には、便宜上「⑤科目振

替」により、その調整を行っています。  

科目振替の中に「減価償却による財源増」がありますが、これは償却資産の財源である

「公共資産等整備国県補助金等」と「公共資産等整備一般財源等」が減価償却分だけ減

少し、その分が「その他一般財源等」に振り替えられたこととして処理を行うものです。 

また、「その他一般財源等」については金額がマイナス表示となっていますが、このマ

イナスがただちに債務超過を示すわけではなく、資産形成を伴わない負債、すなわち

将来に負担のみを残している負債に対しての蓄えがされていないため、財源が拘束さ

れていることを意味します。 

 



 



 

資金収支計算書  

資金収支計算書は、現金主義により実際の現金の流れを追ったものであり、出入りの情

報を性質の異なる3つの区分「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財

務的収支の部」に分けて表示した財務書類です。  

【経常的収支の部】 

経常的収支の部には人件費や物件費などの支出と税収や手数料などの収入が計上さ

れており日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。  

【公共資産整備収支の部】 

公共資産整備収支の部では、公共資産の整備などによる支出とその財源である補助

金・地方債などによる収入が計上されており、いわゆる公共事業に伴う資金の使途とその財

源の状況が表示されます。  

【投資・財務的収支の部】  

投資・財務的収支の部には、出資、貸付、基金の積立、地方債の返済などによる支出と

その財源である補助金、地方債、貸付金元金の回収などの収入が計上されており、投資

活動や地方債の返済による資金の出入りの状況が表示されています。  

3 つの区分で表される資金収支計算書から、自治体のどのような活動に資金が必要となり、

それをどのように賄ったかがわかるとともに、歳計現金をどのような性質の活動で獲得し、ま

たは使用しているのかを読み取ることが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


